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経済学研究 34-4
北海道大学 1985.3 

南京政権の鉄道建設と対外関係(上)

一一専漢鉄道への日本の対応を中心に一一一

萩原 充

これらの研究に共通する視点は，一つに，同

はじめに 時期の中国の経済発展に積極的評価を与えるこ

本稿は，南京政権期 (1927年~1937年)にお

ける鉄道建設を政府の経済建設ならびに諸外国

の中国政策との関連のもとに論じ，その建設を

めぐる日本と中国および欧米諸国との対抗関係

を明らかにしようとするものである。南京政権

期の経済建設に関しては，従来の否定的な評

価1)1こかわって，最近では経済・産業の各分

野，および政府の経済政策に関する実証研究が

進められているわ。

1) 陳伯達『中国四大家族~ (大金久展訳，創元社，1953
年)，許部長新『官僚資本論~ (山下龍三訳，青木書
庖， 1953年)では，この時期の経済建設を欧米の
独占金融資本の付属物である「官僚資本」の民族

資本に対する圧迫過程=国民経済の崩壊過程とと
らえている。こうした見解は最近に至るまで続い

ており，たとえば，島一郎『中国民族工業の展開』
(ミネルヴァ書房， 1978年)においても， 1幣制改
革後英・米両国の『援助』のもとですすめられた

経済建設運動も，官僚資本の存立基盤こそ強化し

たが，その圧迫によって民族工業はいっそう苦境
に陥ったので、あった。JC向上書7頁)とされてい
る。官僚資本と民族資本とを機械的な対立関係の

もとにとらえるのではなく，両者の国民経済への

影響および外国資本への対抗関係の差異をふくめ

広範囲な分析が必要であると考える。

2)最近の研究のなかで製糸業については，奥村哲「恐

慌下江新蚕糸業の再編J(W東洋史研究~ 37巻2号，
1978年)，同「恐慌前夜の江1折機械製糸業JCW史林』
62巻2号，1979年)，重工業については，石島紀之「国
民党政権の対日抗戦力一重工業建設を中心に一」

(野沢豊・田中正俊主編『講座中国近現代史~6 巻，
東京大学出版会， 1978年，所収)，関税政策に関し

とであり，さらに，その経済政策が外国ならび

に外国資本からの自立をめざしたものとみなす

視点である。しかし，鉄道に限定していえば，

この時期に至ってもなお建設にあたって巨額の

資本を外国に求めざるをえない点，さらにその

後に続く日中戦争により，新設鉄道が園内の経

済発展に与えた影響を確定できないという資料

的制約もあり， この時期の鉄道建設とそれ以前

の建設との質的差異を明確にできず， このこと

が南京政権期の鉄道に関する研究を閤難にして

きたと考えられる。したがって，中国の鉄道に

ては，久保享「南京政府の関税政策とその歴史的
意義J(W土地制度史学~ 86号， 1980年)，同11930
年代中国の関税政策と資本家階級J(W社会経済史
学~ 47巻1号，1981年)，その他の経済政策につい
ては， )[1井悟「全国経済委員会の成立とその改
組をめくら一考察J(W東洋史研究~ 40巻4号，1982
年)，平野和由「南京政権の金融政策と中国三大銀

行-1928~35年の動向を中心にーJ (W中国近代史
研究会通信~ 7号，1977年)，吉田恵子「恐慌下に
おける南京国民政府の原棉政策J(W東洋史研究室
報告<広大>~ 5号，1983年)，またこの時期の地
方政権を対象としたものに， 内回全日行「閣錫山政
権の財政整理事業-1930年代中国における軍閥地
方割拠についての一考察一J(W一橋論叢~ 91巻6
号，1984年)，同 11930年代における閣錫山政権の
財政政策J(Wアジア経済~ 25巻7号， 1984年)が
ある。なお，研究史の詳細については，奥村哲「抗

日戦争前中国工業の研究をめぐってJ(W東洋史研
究~ 35巻2号，1976年)，同「日本における中国近
現代経済史研究の動向ClI)ー資本主義関係の諸問
題一J(W新しし、歴史学のために~ 170号，1983年)
を参照されたし、。
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関する日本の研究も大きく，創業期に関する諸

研究汽諸外国の鉄道利権に関する研究ぺ鉄道

労働運動の研究5) の三つに?分類され，‘南京政

権期の鉄道については， 日本ではほとんど論じ

られていないのが現状であるの。一方， 中国で

は，同時期の鉄道建設を，欧米帝国主義国が投

資によっていっそう植民地化をおし進めた所産

とみる見解7) と， 反対に， 建設の好調な進展

と，建設過程における欧米依存からの脱却を評

価する見解8)の二つが並存し，欧米の研究にお

3)藤井正夫「清末江斯における鉄路問題とブールジョ

ア勢力のー側面J(Ii'歴史学研究Jl183号，1955年)，
波多野善大「清末に於ける鉄道国有政策の背景」

CIi'名古屋大学文学部研究論集，史学Jl6号， 1957 
年)，永田元也「清朝末期の鉄道白主化政策と京張

鉄道の建設J(Ii'東洋研究Jl15号，1967年)，坂野正
高「馬建忠の鉄道論-1879年の二つの意見書JCIi'東
洋文化研究所紀要Jl63号，1974年)，曽回三郎 120
世紀初頭における中国の鉄道資本一鉄道利権回収

運動との関連においてーJ(Ii'アジア経済Jl20巻5
号，1979年)，野村享「秘漉鉄道に関する一考察」
CIi'佐久間重男教授退休記念中国史・陶磁史論集Jl，
燦原， 1983年，所収〉。

4)清水義汎「中国に於ける鉄道利権に関する一考察」

CIi'明大商学論叢Jl40巻1号， 1956年〕。
5)石川忠雄「京漢鉄道罷業と陳燭秀J(Ii'法学研究』
31巻12号，1958年)，高綱博文「中国鉄道労働運動
の発展とその構造一『二・七』事件の基礎的考察」
CIi'歴史評論Jl328号， 1979年)，古くは，山田盛太
郎が『日本資本主義分析』において， 1植民地にお
ける交通労働力群の事情は規定的な性質をも」っ

とLて京漢鉄道争議に触れている。(向上書， 岩
波文庫版， 178頁〉

6)しかし，戦前には， 1国策」の見地からする多くの
研究が存在した。代表的なものを列記すれば，吾

孫子豊『支那鉄道史Jl(生活社， 1942年)，同『満
支鉄道発達史Jl (内外書房， 1944年)， 伊湾道雄
『開拓鉄道論』中巻〔春秋社， 1938年)，楢崎敏雄
『東亜交通論Jl(千倉書房， 1939年)，などである。

これらの研究に共通する見解は，抗日態勢の強化
をめざす符介石の鉄道建設をめぐ、って，欧米諸国

(とくにイギリス)が利権争奪戦を再現している

とするものである。

7)従来の代表的なものは，陳陣『中国鉄路問題H新
知書信， 1936年)，最近では， ft汝成『帝国主義与
中国鉄路Jl(上海人民出版社， 1980年)，日昼汝成は

南京政権期の鉄道建設を，植民地利益を求める列
強と反動統治を進める国民政府の結合の産物と評
価している。(向上書， 292頁~293頁〉

8)主なものは，丘日光甫『中国鉄路及其発展的趨向』

いても，同時期の鉄道建設をめぐ、って異なった

評価が示されている九

ところで，南京政権期の鉄道建設を検討する

際に，上述の研究とあわせて以下の二つの研究

動向もまた考察の対象とすべきであろう。一つ

は，外国資本が中国に及ぼす経済波及効果に関

する研究である。近年，外国資本の圧迫要因を

過度に強調した過去の研究10) に対する批判の

うえに，その積極的役割を論証しようという研

究が進められ，従来からの「半植民地」概念に

対する再検討を提起している 11)。もう一つは，

南京政権期の経済建設を外交史的アプローチに

より，諸外国との対抗関係のなかに位置づけよ

うとする研究であり，今日，幣制改革の研究な

(自由出版社， 1950年)，凌鴻劾『中国鉄路志J](世
界書局， 1963年)，同『中華鉄路志Jl(台湾商務印
書館， 1981年〉同「中国鉄路之建設J(醇光前主編
『叛苦建国的十年Jl，正中書局， 1971年，所収〕。一

般に，中国側の研究が南京政権期の鉄道建設を否

定的にみるのに対し，これらの香港，台湾の研究

には明らかな過大評価がみられる。
9)たとえば， K. Cant1ie，“Rai1way Construction 
in China and Its E妊ecton Recent History 
(1)(2)"， Eastern World， Vol. 4， No. 5， 6，1950. 
E-tu Zen Sun，“The Pattern of Railway 
Dev巴lopmentin China ぺFarEastern Quar-
terly， Vo1. 14， No.2， 1955.は概して南京政権期

の鉄道建設に積極的評価を与えるのに対し，近年

公刊された， R. W. Huenemann， The Dragon 
and the lron Horse: The Economics 01 Rail-
roads in China 1876-1973， Harvard Univ. 
Press， 1984.で‘は，同時期の顕著な鉄道建設の進
展を認めながらも，資金調達面での失敗を強調し

ている。それゆえ，同警の多面的な分析にもかか
わらず，南京政権期になぜ、建設が進展したかにつ

いては依然として不明のまま残されている。

10)代表的なものは，呉承明『帝国主義在中国的投資』
(人民出版社， 1955年)。
11)主なものを列記すれば，Chi-ming Hou， Foreign 
lnvest押zentand Ecomomic develotment in 
China 1840-1937， Harvard UniV'. Press， 
1965. John K. Chang， lndustrial Develotment 
in Pre-Communist China， Chicago， 1969. 
Arther N. Young， China's Nation:"Building 
Effort 1927-1937， Stanford， 197Lメリグセ
トフ，中鳥太一訳『中国における官僚資本Hアジ
ア経済研究所， 1975年)，中鳥太一『中国官僚資本

主義研究序説H滋賀大学経済学部， 1970年〉があ
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どに一定の研究成果が示されている 12)。

以上の研究に立脚しながら本稿では，南京政

権期の鉄道建設がいかなる目的のもとに計画さ

れ，またどのような国際関係のなかで推進され

たのかを朗らかにすると同時に，鉄道建設が逆

にいかなる国際環境を形成するに至ったのかと

いう側面に焦点をあてていきたい。とりわけ，

日本の鉄道建設への対応を検討することによ

り，欧米諸国が中国の統一と経済建設に対する

援助を進めるなかで，日本だけがそれらに反対

の姿勢で臨み，国際的に孤立していくという日

中戦争直前の国際環境を描きだすのが本稿の課

る。前三者が外国資本の中国経済に対する刺激作

用を強調するのに対し，メリクセトフは南京政権

期の外国投資の減少が中国の経済発展を制約した

点を強調しており，藤原貞雄「両大戦間期の中国

と外国資本JC小野一一郎，吉信粛編『両大戦間期
のアジアと日本Jl，大月書!苫， 1979年，所収〉も外

国資本が中国の伝統的セクターを分解しえなかっ
たとする点においてこれに近し、。これに対し中鳥

氏は，鉄道投資の経済に対する刺激的効果を認め
る一方(中鳥前掲書， 73頁)，南京政権期にアメリ

カが交通建設の主体となったことを強調しく向上

書， 75頁)， 日本およびイギリスの地位を凌駕し

たとされる(向上書77頁)。しかし，鉄道投資に関
する限り，同時期のアメリカの投資は少ない。な

お，鉄道の経済的効果に関しては，永田元也「中

国における外国投資の経済的効果をめぐって一鉄

道問題との関連から一J(W東洋研究Jl20号， 1969 

年)，台湾には，張瑞徳、「平漢鉄路与華北商業的発
展 (1905-1937)J(W史学評論Jl 4期， 1982年)

がある。張は，鉄道が安価な外国商品の流入を促

進することにより中国国民経済を植民地化したと

する通説に対し，京漢鉄道を一事例とし，外国製
品の流入が逆に伝統工業を強調した点，および鉄

道が農産物市場を拡大した点をあげ，中国の国民

経済へのプラスの作用を強調している。

12)幣制改革に関する戦後の研究として，伊預谷登士

翁「世界恐慌下における幣制改革-1930年代中米

関係の展開一JCW(京都大学〉経済論叢Jl120巻3，
4号， 1977年)，野沢豊編『中国の幣制改革と国際

関係Jl(東京大学出版会， 1981年〕がある。その

他，経済建設と列国との関係については。伊殻谷

D930年代アメリカ銀政策の展開J(W(京都大学〉
経済論叢Jl121巻1， 2号， 1978年)，同「アメリカ

の対華棉麦借款と日本J (小野，吉信編前掲書所
収)， 石島紀之「南京政権の経済建設についての

一試論J(W(茨城大学人文学部〉紀要〔文学科論
集JJl11号， 19.78年〉を参照。

題で、ある。

なお，本稿では，同時期の鉄道建設の一事例

として専漢鉄道(武昌一広州)に対象を限定し

た。その理由は，当初より同鉄道が列強の利権

争奪の舞台とされたように，南京政権期におい

ても諸外国にとって重要幹線であったこと， し

たがって，日本も同鉄道に対し多大な警戒心を

有していたこと，さらに南京政権にとっても，

同鉄道建設は，対日抗戦力形成の観点13)から，

他の鉄道にもまして急務とされたこと，などに

よるものである。

また，以下の分析に際しては， 日本および中

国側の資料に限定し，欧米諸国の政策立案過程

ならびに外交折衝等に関しては，必要な範囲内

で従来の研究に依拠するにとどめた。その意味

で， 1930年代中国をめぐる国際関係の一局面に

日本側から光をあてる点にあくまでも本稿の主

眼があることを付記しておく。

I 予備的考察

(1) 南京政権期の鉄道

まず，南京政権期の鉄道建設状況と経営状態

について概観する。表1は各時期の鉄道竣工距

離を示したものである。満州国建国以前の各時

期についても，比較の必要上，本部と東北部に

分類した。ここに明らかなように，南京政権期

はそれ以前の時期と比べて順調に建設が進行し

た時期ということができる 1り。とくに，満州事

13)対日抗戦力との関係については，筒笠策編『専漢

鉄路全線通車与抗戦的関係Jl(台湾商務印書館，

1980年)がある。同書は事漢鉄道が抗日戦争に果
たした役割を高く評価しているが，それは，軍隊

および抗戦物資の輸送，ならびに海外からの援助

物資の圏内搬入に貢献したという物質的側面に限

定されている。こうした側面を軽視するのは誤り

であるが，抗戦力の形成をいうならば，広く日中

戦争の際の国際的な中国支援体制の確立を重視す

べきと考える。したがって，事漢鉄道と抗戦力の
関係については，その建設の過程で、形成された国

際関係の分析が必要であろう。

14)なお，同時期の建設には，張学良の東北政権によ
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表 1 年度 f別鉄道竣エ状 i況 (単位 km)

総竣工距離 || 1年あたり
竣工距離

総竣工距離 1l 1年あたり
竣工距離

総竣工距離 || 1年あたり
竣工距離

中 国 本 部 中国東北部 中 国 全 土

1881-1890 129.9 13.0 129.9 13.0 

1891-1900 491.8 49.2 394.3 39.4 886.1 88.6 

1901-1911 5，076.0 461.5 2，722.8 247.5 7，798.8 709.0 

1912-1921 1，850.5 185.1 665.8 66.6 2，516.3 251.6 

1922ー1931 578.7 57.9 2.401.6 240...2 

1928-1937 3，592.6 359.3 4，587.8* 458.8 

中 華 民 国 満 チH 国

1932-1937 3，459.3 576.6 3，829.6 638.3 

1938-1945 A 1，745.9** 218.2 
3，025.7 378.2 

ク B 1，306.6 163.3 

1946-1949 一三二三二二三一| 269.2 67.3 

1950-1981 27，319.9 853.7 

資料) Il'中国鉄道建築編年筒史.n(中国鉄道出版社， 1983年)， 178頁~222貰より作成。

注1) 外国経営鉄道を含む。ただし，台湾の鉄道は含まれない。

2) 北寧鉄道(北京一奉天)に関しては山海関以東を中国東北部，以西を中国本部に入れた。
3) 時期区分については.1881年の唐膏軽便鉄道の開通以来10年を 1区分とした。但し，一部を民国成立(1912
年)に対応させるため調整した。 1928-1937は南京政権期. 1932年に満州国建国. 1938-1945は日中戦争
期.(Aは重慶政権支配地区. Bは日本占領地区を示す。)1946-1949は国共内戦期. 1950-1981は中華人
民共和国の時期。

* 満州国成立以前(1928-1931)の竣工距離758.2凶と満州国建国以後の竣工距離の両方を含む。
料 免汝成『帝国主義与中国鉄路』では3，000kmとなっている(348頁)。

変以降 (1932年~1937年)は，満州国の建設実

績には及ばないものの，顕著な発展を示してい

る。

図1は，固有鉄道の経営状態に関する指標を

グラブで示したものである。ここから以下の三

点が確認されよう。第一に， 1920年代後半に経

営が極度に悪化していることである。収入の急

激な減少に反して支出は高位を保ち，そのため

る建設が含まれる。これは日本の満州経営との関

連において重要であるが，本稿では対象を中国本

部に限定する関係上，ふれていない。東北政権に

よる鉄道建設に関しては，尾形洋一「東北交通委

員会と所謂『満鉄包囲鉄道網計画~J (W史学雑誌』
86巻8号， 1977年〉を参照。

純益が減少している。第二に， 1930年代には→

定の回復傾向がみられること，さらに第三に

は， この回復は主に貨物収入の伸びによるもの

であることである。総じて，南京政権成立以後

数年ののちに鉄道経営が好転したといってよ

い。 1920年代後半の経営悪化は，軍閥混戦およ

び北伐による交通途絶， さらに各軍聞による鉄

道私物化と放慢経営によるものである。 1930年

代初頭の純益の停滞は，世界恐慌の影響と東北

部の喪失による輸送量の減少が招いたものであ

ろう。しかし， こうした特殊な状況の他に中国

の鉄道経営を圧迫するいくつかの要因が内在し

ており，南京政府はこれらの解決のために以下
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図 1 中国固有鉄道の営業収支動向

2 
(万元)

1キロ当平均営業収入

す
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.て二二一-~-一一一

1キロ当平均旅客収入

1916(年 1920 1924 1928 1932 1933(年度)1935

資料)満鉄調査部『支那交通統計集成(鉄道編)JI (1939年)17頁 ~33頁より作成。

注)1933-1935年度は同年7月より翌年6月までの数値を示す。

の二点にわたる鉄道政策をおこなった。

第一に，政府の各鉄道への権限が強化され，

各鉄道聞の統ーが進められたことである。従来

より中国の鉄道は特定国との借款関係により，

各路線ごとに管理局が設置され，それぞれが独

立した管理運営をおこなっており，このことが

営業費の4分の 1を占めるほどに総務費を増大

させ15〉，多数の冗員，管理の非能率16) とあわせ

て営業支出を増ちたさせる要因となっていた。ま

た各路線開t 路線匂配，軌条重量，橋梁載重

量等の規格が異なることもあり，相互の連絡輸

送が困難であった。 1928年に従来の交通部より

鉄道行政が分離されて新たに鉄道部が設置さ

れ，これ以降，鉄道部が全国鉄道の管理機関と

15)陳障前掲書， 121頁。
16)情実採用，局長の異動に伴う人事の混乱，職員の
教育訓練の不足および管理者の管理能力の欠如な
どが鉄道経営の著しい非効率と技術の未熟を招い
たとされる。(マンテル『中国国有鉄道調査総報

告~，版元不明， 1930年， 74頁~133頁〉

して各鉄道管理局の併合を進め17〉，部内に「連

運処」を設け各鉄道聞の連絡輸送を推進する一

方，各鉄道局に対し，人員整理，支出項目の認可

等につき広範な権限をもつことになった問。

第二に，運賃体系の改善がなされたことであ

る。従来からの割高の運賃に加え19)，1920年代

には軍聞が軍費捻出のため各種の付加税を課し

たほれ鉄道沿線に徴税機関を濫設したため，

17) 1932年に鉄道法が制定され，鉄道国有主義と政府
F の民営鉄道に対する監督の原則が確立した。各鉄
道管理局の併合については， 1928年に株洋鉄道管
理局が湘都鉄道管理局に， 1936年には道清鉄道管
理局が平漢鉄道管理局にそれぞれ併合されてい
る。また悪漢鉄道全通後は各段の管理局を統一
し，島事漢鉄道管理局が設置された。
18)国民党中央党部国民経済計爾委員会『十年来之中

国経済建設~ (1937年v復刻，学海出版社， 1971 
年)， 81頁。
19)貨物運賃は貨物負担能力に応じて決められるのが
通例であるが，中国ではこれが無視された結果，
農産物にとって過重な運賃負担となり，加えて，
十分な遠距離逓減法がとられていないため，運送
範囲が限定された。(マンテノレ前掲書 42頁~56
頁〉
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表 2 中国固有鉄道貨物輸送 4状況

r~ ~ &i % 1 ~ ilÏ"~ 1-% 1農可アー「ー十 i製造品 % I鉱産品 I% I牧畜産品 j % I-t:り他: % 11 総 計%

(I) 品目別貨物輸送量 (単位 万トンキロ〉

附 -19仰平均 38，6ぬ 11.21 138，4吋 40.判m，M 拡 71 札叫 11.判卜3仏吋 1肌 0
1阻 -:-1925fJ011 日 3日I 12丙lzlf?!???1El三両 15判J坦函
1931 71，雪印I1九 246i 39.81 109，15勺竺 88，318: 19い 45，叩型

1932 64，58判 14.51 2回，876: 45.司 95，413; 21.41 82，788: 18.判 445，回1:100.0 
一一一一一一l一一一一|一一一一一一i一一一斗一一一一一-i一一一|ー十一一←l一一一」トーー十一一一|一一一

1田3 65，746: 13.81 206，347[ 43.割 100，649: 21.11 104，353: 21.引 77，095:100.0 
一一一一一一一一一!I一一一一一一一ート一一一一|一一一一一一一一一;一一一一一→一一一一一一一一一一一ト一一一一一一| 一一一一←一，-一一一一一i一卜一一一一一一一一一一!一一一一一

一竺空土一J__6臼4，仰叫 12州3到i剖捌4ι4，7沼!ffZ丹山，6例6印叫9判i払 0ι!L一f竺竺41: 18竺:空~11_5却札削，6叫41判i竺壬竺0 

1ル9ω側3鈍4いク 1一l一77，8
1印9明夕 8幻7，8馴Oω叫9判 13.日叫.5訓5町 303，0必 46.引 138，1601 21.3; 119，868: 18.町i6札 880j100.0 
(rr) 品目別貨物輸送収入 (単位 万元)
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資料)(1 )は厳中平等編『中国近代経済史統計資料選輯JI(科学出版社， 1955年)， 212頁。

( rr )は『支那交通統計集成(鉄道編)~， 192頁 ~207頁より作成。
注1) その他には，政府用品および鉄道関連材料が含まれる。

2) 1933-1935年度は同年7月より翌年6月までの数値を示す。

貨物運賃は法外に高めら九水運との競争に敗

れて輸送量は減少し，結果的には図1にみるよ

うな貨物収入の減少となっている。これに対し

政府は，麓金およびそれに類する税金の撤廃と

あわせて 20) 各路線開の貨物運賃の統ーを進

め，特定品目に対する割引運賃の設定を指導す

る一方21)，荷主の危険負担を軽減するために負

責運送を開始した。また，旅客運賃についても，

20) 1930年，国民党第三次四中全会で決定され，翌年

1月より施行された。

21)この時期には農産物に対して割引運賃が拡大され

た。(張公権「十年来的中国鉄道建設J， W十年来
之中国~，中国文化建設協会， 1937年，所収， 282 
頁λ さらに鉄道部は外国品(輸入品ないし外国

主要鉄道の基本運賃率の統ーとその引下げをは

かっている均。こうした運賃政策がとりわけ貨

物輸送量の増大をもたらし，特に鉱産品は表2

にみられるように著しい伸びを示している。

以上の政府の鉄道政策により，各鉄道の経営

状況は，収益を国家歳入中の固有事業収入へ繰

企業による国内品〕に対し割高の運賃率を適用

し，園内産業の保護に努めた。(上海鉄道省弁事処

『南京政府治下の支那鉄路~， 1931年， 79頁~94頁)

22)鉄道部は1929年，主要鉄道の三等旅客運賃を 1キ

ロ当り 1分7厘に決定し， (1支那鉄道運賃の史的
分析J，W外国鉄道調査資料~ 8巻4号， 1934年，
229頁)， 1935年にはこれを 1分5厘に引下げた。
〔伊津前掲書， 264頁〉
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図 2 中国鉄道地図 (1881-1937)
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り入れるまでに好転し，内外債の償還が可能と

なったので、ある。鉄道部内には債務整理委員会

が設置され， 1934年を契機に中国に有利な条件

で各鉄道債務の整理をおこなっていくが?の， こ

うした債務整理の進捗ほ，中国の鉄道公債の欧

米での市価を高め24) 停滞し?ていた欧米1の鉄道

投資意欲を刺激することとなった。このなかで

南京政府は大規模な鉄道建設計画を立案し，後

述の義和国賠償金の返還金を利用するほか，数

度にわたり鉄道建設公債を発行し，圏内主要銀

行に引受させ，また同公債を担保に外国から材

料借款を得る之とにより新線建設を進めていっ

たのである。

最後にこの時期の主要建設路線を列記すれ

ば，地方鉄道の同蒲鉄道，断翁鉄道25〉，固有鉄

道の専漢鉄道未完成部分，臨海鉄道延長線など

がある o 図2から明らかなように，過去の鉄道

が華北を起!点とした南北縦貫執もしくは港湾

から内陸にのびる路線が主であったのに対し，

南京政権期はさらに奥地への横断鉄道，ならび

にこの横断鉄道と既設鉄道との連結が重視され

ている。この傾向は，沿岸地帯と奥地を連結す

ることにより国防体制を強化しつつある証左と

考えられるが，専漢鉄道もまた， この要請にも

とづき完成が急がれたのである。

(2) 専漢鉄道の沿革

喜善漢鉄道の沿革は， 1898年に湖広総督張之

23)鉄道債権整理については，疋田康行rI930年代前
半の日本の対中経済政策のー側面一債権整理問題
を中心にJ(野沢豊編前掲書所収〉。鉄道部は利子
の削減，複利の免除，元本の減額，償還期間延期
の外資整理四原則により整理にあたった。当時の
アメリカの銀購入政策による銀価上昇も銀本位制
国中国にとっては債権整理に有利に作用した。
(疋田前掲論文， 352頁〉
24)陳輝前掲書， 89頁。
25)同蒲鉄道は閤錫山の山西省10ヶ年建設計画の一環
として建設されたもので，鉄道部とあくまで対抗
しながら省営を貫いた。一方の新議鉄道は，鉄
道部，漸江省，江西省，上海銀行団の共同出資に
より設立された「斯績鉄路連合公司」が建設にあ
たった。したがって両者は公営鉄道に分類され，
閤有鉄道会計等には含まれなし、。

洞，鉄路大臣盛宜懐らが中心となり，清朝政府

から同鉄道敷設の許可を受け，株式募集に乗り

出したことから始まる向。しかし，予定した資

金が集まらないため，同年， アメ Hカの華美合

興公司 (TheAIherican China Development 

Co.) との聞に借款契約を締結し， 同公司に対

し，専漢鉄道の建設と借款期間中の管理，営業

を託すことになったが，本線の建設が進まない

まま，利権回収運動の高揚に伴レ， 1905年，同

公司との契約は破棄され，それ以降は，沿線各

省(湖北省，湖南省，広東省)が，それぞれ自

省内の鉄道を自省の資金をもって建設すづること

に決定された問。ところが，商工業の発達した

広東省は別として，湖北省、および湖南省は資金

不足に陥り，両省は再び外国から借款を仰くやこ

とになり，一旦成立した英，仏，独との聞の共

同借款にアメリカが参加を要請したために、，遅

れて1911年に4ヶ国との聞に湖広鉄道借款契約

が締結された。これ以降，湖北省，湖南省部分

は湖広鉄道28) の一部として四国借款団の資金

により建設が進められる一方，広東省では省内

資本をもって独自に建設がなされることになる

が，両者ともに路線の一部を完成させたのち，

第一次大戦中の欧米の資金募集難と中国国内の

政局不安により工事は中断され，中間の未完成.

部分456凶が残されたまま1920年代を迎えるこ

とになる。ちなみに，湖北，湖南両省の開通部

分は固有鉄道の湘部段，広東省部分は広留段と

称し， 両者に管理局が併設されている問。 な

26)漢陽製鉄所の経営者でもある盛宣懐がその製品市
場を求めるために鉄道建設を進めていった過程に
ついては波多野前掲論文を参照のこと。なお，創
業期については，背徳 (Kent)著，李抱宏等訳
『中国鉄路発展史H三聯書広， 1958年)11章，自己汝
成編『中国近代鉄路史資料Jl(全3冊，中華書庖，
1963年) 3章6節， 5章2節， 6章4節， 7章2
節， 3節，参照のこと。

27)湖南省における鉄道会社の設立と資金の募集につ

いては曽田前掲論文を参照されたい。

28)事漢鉄道(武昌一宜章〉と川漢鉄道(広水一豪州〉
の総称。

29)ちなみに広紹段は1933年の路線延長にともない辱
i奨南段と改称した。
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図 3 ~夢漢鉄道略図
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お， 中間の未完成部分は株部段と称される。

(図3参照)

さて， 以上のような専漢鉄道創業期におい

て， 日本はどのように関与したのであろうか。

1907年に日本の泰生洋行が，資金募集難に陥っ

た湖南省、に対し資金融通を申込んでいるが， こ

れは実現していない問。しかし湖北省に対し

ては，早くから測量技師を派遣し湖南省、など

の残りの線区についても，技師派遣を日英両国

で分担する旨を張之洞に確約させている 31)。こ

れは，後年の工事請負への参入を狙った布石と

考えられるが，実際に， 1909年，英，独，仏3

ヶ国と清国との聞に借款契約が成立すると同時

に，日本では有力資本家により結成された日清

起業調査会が母体となり叫，専漢鉄道建設工事

請負を目的とする組織設立が決議される叫。や

がて， これは，当時，同鉄道工事の共同請負を

申入れていたイギリス商社の要請もあり，同年

8月， 日本で最初の対中国投資機関である東亜

興業株式会社の設立へと続いていく。その後日

本側は張之洞に対じ，工事請負をめぐって交渉

をおこなっていくが確約を得るまでには至ら

ず341 その間，アメリカの共同借款への加入を

めぐって各国聞の紛糾が続色最終的な契約成

立が遅れたことは周知のとおりである。

結局，張之洞は契約成立を待たずに病を得て

死去し，日本の張に対する個人的接触も水泡に

帰すことになる。その後は，清国政府(郵伝部)

に対する直接運動の必要性が叫ばれるが85J， 日

本側は，官民ともに積極的な動きを示したとは

いいがたい。東亜興業とイギリス商社との共同

工事請負については，イギリス側の都合により

不成功におわり，また，先のアメリカの借款団

への割込みの際に， フランスから三井に対し借

30) If日本外交文書J]40巻2冊， 634頁， I事漢鉄道湖南
線経営ノ進行状況ニ関シ報告ノ件j(1907年9月2
日〕。
31)向上書， 629頁， I号漢鉄道湖南線敷設資金調達詑
技師勝用ニ関シ報告ノ件j(1907年2月2日〕。
32)日清起業調査会とは， 1907年4月に，渋沢栄一，
近藤康平，益田考，大倉喜八郎が中国の経済事業
の調査を目的として設立したもので，特に，鉄道
工事の請負ならびに各種事業への借款の実現を図
った。(~東京経済雑誌~ 1505号， 1909年， 37頁)
33) If日本外交文書J]42巻1冊， 792頁， I辱漢鉄道工事
請負ノ;機関組織ニ付決議ノ件j(1909年6月7日〕
34)向上書， 819頁， I号漢鉄道工事請負ニ関シ小田切
正金取締役張之洞ト交渉ノ件j(1909年8月4日〉。
35)同上書， 829頁， I張之洞死後ニ於ケノレ鉄道工事請
負ニ関シ注意方ノ件j(1909年10月9日〉。
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款団加入の要請があったにもかかわあず， 日本

側は実現可能性に対する懸念を表明するだけに

とどめている 36)。

しかし，他の鉄道への投資は， 1911年を契機

に活発になっている3九東亜興業は南海鉄道

(南昌一九江)に対する借款により江西省に地

歩を築く一方，政府は南昌一杭州線および南昌

一潮州線からなる華南鉄道の建設を計画し，勢

力範囲を福建省にまで拡大しようとするが， こ

れはイギリスの妨害にあり実現していない。他

方，大倉組も安徽，新江両省、における鉄道利権

の獲得をはかり， ì)~杭雨鉄道(上海一寧波)を

担保とする借款をおこなうが，同鉄道に利権を

有するイギリスの抗議を招き， この借款は短期

間のうちに全額償還されている恥。

要するに，日本は，対中国投資の不確実性の

ために，たとえば東亜興業の投資の半分が大蔵

省預金部資金をはじめとする国家資金を資金源

としている関係もあり 89J，投資鉄道が国策的見

地より決定され，その限りでイギリスと対立し

ていったといえる。日英同盟下の相互協力を語

文句に専漢鉄道を舞台として日英協調をはかっ

た初期に対して， 1911年以降は， 日本が利権獲

得の狙いを鮮明にするなかで，イギリスの利害

と抵触する結果となり，このことが，以後， 日

本の塁手漢鉄道への関与を困難とする要因となっ

たので、ある。

E 建設への胎動-1920年代一

次に， 1920年代の聖子漢鉄道をめぐる内外の状

36)向上書， 805頁， 1仏人『カーン』等ヨリ三井宛清
国借款ユ日本ノ加入勧誘ニ関シ間合ノ件j(1909年
6月25日〕。
37)この時期の一時的な金融緩慢が投資を刺激した要
因であることも無視できない。(高村直助『日本資

本主義史論~， ミネノレヴァ書房， 1980年， 142頁)
38) 東亜研究所『日本の対支投資~ (上)(復刻，原書
房， 1974年，原本は1927年)， 486頁。
39)池上和夫「中国借款の一形態一大蔵省預金部の海
外事業活動一jOi'一橋論叢~71巻 6 号， 1974年)，
42頁。

況をみることにする。 1920年に中国に対する共

同投資機関として新四国借款団が組織される

が40) 同借款団による鉄道借款は中国側の反対

もあり，一度も実現することはなかった。 1920

年代の鉄道竣工距離についても，表1にみられ

るように中国本部ではわずかであり，この事実

は，軍閥混戦による建設主体の欠如および鉄道

投資に対する列国聞の相互牽制を物語ってい

る。この時期， EF漢鉄道は未完成のまま工事再

開に至らず-11)湖広鉄道借款も元利金の償還が

中断されている。

しかし， 1920年代も後半になると，以上の状

況に変化が生じる。第一に，イギリスを中心と

した欧米諸国の中国民族運動への対応が，従来

の強圧的姿勢から協調的なものへと転換し， し

だいに中国の統一と建設を支持する政策をとる

ようになったことである 42)。第二に，民族運動

によって覚醒した地方省民が自省の経済建設に

意欲を示すようになったことである。とくに，

18ヶ月にわたる省港スト(対香港封鎖)を経験

した広東省においてこの動きが顕著であった。

第三に， 1927年の南京国民政府の成立により，

中国に一応，統一国家の出現をみることにな

り，強力な建設計画の立案ならびに遂行が可能

となったことである。

以上の三者の動きが絡み合い， 1930年代の専

40)新四国借款団については，明石岩雄「新四国借款
図に関する一考察j(W 日本史研究~ 203号， 1979 
年)，平野健一郎「西原借款から新四国借款問へj
(細谷千博， 斎藤真編『ワシントン体制と日米関
係~，東京大学出版会， 1978年，所収)，三谷太一
郎「ウォーノレ・ストリートと極東一ワシントン体
制における国際金融資本の役割一j(W中央公論』
1975年9月号〉を参照。
41)ただし， 1921年に湘都段の工事再開が決定された
らしいが〔黄霧如「対子専漢鉄路湘都段継続建
築之感言j，~鉄路協会会報~， 10巻9冊， 1921年)，
その後工事着手に至った形跡はなし、。
42)イギリスの対中国政策の転換については，河合秀
和「北伐へのイギリスの対応ー『クリスマス・メッ
セージ』を中心としてーJ(細谷千↑乳斎藤真編前
掲書所収)，木焔洋一11930年代におけるイギリス
の東アジア認識j(藤原彰，野沢豊編『日本ファシズ
ムと東アジア~，青木書広， 1977年，所収〉をみよ。
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漢鉄道全通への起動力となっていく。

(1) イギリスの動向

イギリスの対中国政策の転換のひとつを義和

団事件賠償金4むの返還方法にみることができ

ょう。義和団賠償金の中国への返還について

は， すでに1908年にアメリカがおこなってお

り，主に教育方面の投資により中国人の対米感

情の面に好影響を与えていた。イギリスもこの

先例にならい， 1925年に中国賠償金運用令

(China Indemnity Application Act)を公布

し， 1922年以降の賠償金の受取りを停止し，中

国賠償基金と呼ばれる新基金への繰入れを開始

した。 Lかし，返還方法ならびに使途について

イギリス国内，および、英中聞に対立が生じ44)

1930年にようやく両国間に協定が締結される。

その協定内容は以下のとおりである問。

第一に，使途については，返還金の大部分を

基金と Lて鉄道建設をはじめとする生産事業に

投資をおこない，完成後にそこから得られる収

益を教育事業に充当することになった。第二に，

輸入建設材料に関しては，イギリス製品の使用

が義務づけられ， ロンドンに材料購入委員会4わ

が設置された。第三に，資金配分に関しては，

過去の賠償基金の全額と将来の返還金の半分が

材料購入委員会に置かれてイギリスでの材料購

入に使用され，将来の残りの半分は中国に置か

43)総額は元利金合計で9億8，224万海関両(約1億
4，700万ポンド)039年間の年賦払とされたが，第
一次大戦中および世界恐慌期に支払猶予の措置が
とられたため， 1946年が完済年限となった。

44)中国は無条件返還を主張したが，イギリスは軍閥
による私腹の恐れを理由にこれに反対した。イギ
リス園内では使途をめぐって，教育にのみ使用す
べきとする労働党に対し，保守党は教育と実業の
両面に対する投資を主張した。(玉樹梯『庚子賠
欽JI，中央研究院近代史研究所<台北>， 1974年，
444頁)

45) 東亜研究所『列国の団匠賠償金処分状況~ (1941 
年)， 26頁，金井清「団匪賠償金の返還と鉄道投資」
(W帝国鉄道協会会報~ 32巻10号， 1931年);10頁。

46)イギリスにおける材料購入機関として設置された
もので，委員長は国民政府駐英公使が兼任した。

れた賠償金理事会47) に配分され， 中国圏内で

の材料購入ならびに工事費にあてられることに

決められた。

しかし， この協定内容は，構成員の単独借款

を禁止した新四国借款団の精神に反する面も持

っていた。たとえば上述の協定には，投資先の

鉄道に関してはイギザスの経済的利益と特に関

係の深い鉄道であること，さらに鉄道以外の事

業についても，返還金を担保とする借款により

材料を購入する場合は，すべてイギリスより購

入すること，という条文が存在しており“う明

らかにこの返還協定にはイギリスの利害が反映

していた。材料供給をイギリスが独占すること

については，新四国借款団の英国銀行団代表で

ある呑上銀行 (Hongkong and Shanghai 

Banking Co. ) 会長のアディス (Charles 

Addis) も反対の立場を示している叫。 しか

し世界恐慌下の当時において，中国での鉄道

建設はイギリスの重工業製品の市場を拡大する

であろうとの期待が産業界に根強く， 政府も

1930年代初頭には国際連盟を謀介とする中国援

助を積極化し，鉄道建設の意義を重視するに至

った。こうして，香港と長江中流域を結ぶ専漢

鉄道が，返還協定にいうイギリスの経済的利益

と特に関係の深い鉄道としてクローズ・アップ

されたのである。

(2 ) 地方省民の動向

南京政権成立直後の1928年に，広東省，湖南

省、がそれぞれ政府に意見書を提出している。広

東省政府の意見書は，与漢鉄道の経営は官民合

同でおこない，総工費の半額は民間の出資によ

り鉄道銀行を設立し，広部段を担保に紙幣を発

47)中国国内での返還金の管理，配分のために組織さ
れた機関で，行政院に直属する。国民政府が選出
する15人の委員のうち， 10人は中国人，.5人がイ
ギリス人とされた。

48)上沼健吉「等漢鉄道の完成に就てJ(W外交時報』
754号， 1936年)， 142頁。
49)王樹健前掲書， 461頁。
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行してまかない，不足分は政府による付加税，

および公憤発行をもって補てんするというもの

である問。他方，湖南省政府は，武漢政治分会51)

に対し，専漢鉄道の建設ならびに経営は中央政

府によってなされるべきであるとした要請文を

提出するが叫， これらの要請に対し，武漢政治

分会は，資金捻出方法として義和団賠償金の返

還金を用いることを掲案している5九他方，漢

口総商会(資本家の連合組織)も，イギリス下

院議会に対し，返還金の全額を塁手漢鉄道にあて

る旨を要請するなど産業界も活発な動きを示す

が54)先の広東省政府は，返還金の使用につい

ては反対の態度を示している。

広東省が何故反対したのかiを考える際に見落

しではならない事実がある。それは，この時期，

香港総督が広東省に対し接近をはかっているこ

とである。総督は省港ストにより香港が大きな

打撃を被った反省に立ち，積極的に広東省当局

との親善を試み， 1928年には広東を訪問してい

る。その際，総督は広部段と広九鉄道(広州一

九龍)を連結することを条件に，広東省、に対し，

借款を供与することを提案したとされてい

る町。広韻段と広九鉄道の連結は，香港側がか

ねてより熱望していたものである。広州市内で

50) 1928年8月21日付広東総領事発外務大臣宛第328号
公電「事漢鉄道連絡ニ関スノレ件J(外務省記録 F.
1.9.2.3， W事漢，川漢鉄道関係一件~，外務省外
交史料館所蔵，以下同様〉。
51)武漢政治分会とは，日寺介石が地方軍閥との妥協に
より， 1928年に設置した地方機関の一つで主席は
李宗仁である。政治分会は他に，広州，開封，大
原に置かれた。(池田誠『中国現代政治史~，法律
文化社， 1962年， 293頁〉
52) 1928年6月18日付在長沙領事発外務大臣宛第138号
公電「事漢鉄道促成ニ関スル湖南省政府ノ皇請文
報告ノ件J(外務省記録 F.1.9.2.3)。
53) 1928年8月15日付「現象報J(外務省記録 F.1. 
9.2.3)， r提嬢庚欽完成写漢路之建議J(W銀行月
刊~ 8巻7号， 1928年〕。
54) 1928年11月20日付漢口総領事発外務大巨宛第406
号電(外務省記録 F.1.9.2.3)。
55) 1928年3月2日付香港領事発外務大臣宛第12号電
(外務省記録 F.1.9.2.2W事漢，九龍，三水鉄道
連絡関係一件Jl)。

終着駅が分離じている両鉄道を連結することに

より，水運との競争のあおりで欠損を続けてい

た広九鉄道の、収益増をはかり，あわせて広州と

香港との結びつきを強めることにより香港の繁

栄を維持しようというのが香港側の狙いであっ

た。しかしこの計画に対し広州の商工業者は，

荷鉄道の連結により広東省の物資が広州を素通

りして香港に運搬されることが予想され広州の

繁栄が失われる， との理由により反対運動をお

こしてゆく。南京政府も事態を重視し，香港側

との折衝にあたった一部の省政府委員に対し，

招電を発して上京を命Uべ結局，香港側の提

案はこれ以後問題にされることはなかった。こ

うした、いきさつもあり，広東省民は，義和国賠

償金の返還金を用いることについては，広部段

と広九鉄道の連結をその交換条件とされること

を強く警戒!し，それゆえ反対運動を起こしたと

考えられる。

それでは，広東省政府が意図したような民間

資本の募集が，広東省内ではたして可能で、あっ

たのだろうか。残念ながらこれに言及した史料

は見当らなし、。しかし，当時の広部段の営業不

振を考えるならば，募集したとしても，資本は

創業当時のようには集まらなかったと思われ

る。事実， これ以降，広東省政府の建設計画に

関する史料はない。そして， これ以降，建設の

主体となっていくのは， 1928年に組織された鉄

道部である。

(3) 南京政府の動向

i鉄道部の初代部長は，孫父の子息にあたる孫

科である。孫科は就任後，大規模な鉄道建設計

画を発表する。その計画とは，義和和賠償金返

還金および関税付加金を担保として公償を発行

し，約1万キロの鉄道を4億元の資金と 6ヶ年

の期聞をもって建設するというもので573，孫文

56) 1928年3月17日付香港総領事発外務大臣宛第20号
電(外務省記録 F.1.9.2.2)。
57)庚関両款築路計画案とよばれる。吾孫子『満支鉄

道発達史~， 357頁。
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の膨大な鉄道計画58)のなかの重要路線を短期

間に完成させる意図をもっていた。関税付加金

を鉄道建設にあてることは実現しなかったもの

の，義和国賠償金の返還金の充当については，

国民党第三次二中全会(1929年6月)において

決議された。この決議では，建設路線として専

漢鉄道が筆頭にあげられ，資金は返還金の 3，分

の2を同鉄道を含む鉄道建設に投資することと

された目、。このように，イギリスとの聞に最終

的な返還協定が締結される以前にすでに，南京

政府は返還金の鉄道への運用を決定し， E事漢鉄

道が緊急に建設すべき路線として重視されてい

たのである。同鉄道が重視された理由はNにお

いて詳述するが，南北縦貫線という性質上，国

家の統一ならびに防衛において必要不可欠との

認識が政府にあったことは疑いない。

それでは，上述の計画を進めていた政府は，

独自な資本募集の動きをみせた広東省に対し，

いかなる姿勢で臨んだであろうか。先の国民党

大会の数ヶ月後に孫科は広東省を訪問してい

る。表向きの目的は広東省の政情調査というこ

とであったが，実際には，義和国賠償金返還金

の同鉄道への運用に対し，広東省側の了承を求

めることが目的とされている 60)。その際，広龍

段と広九鉄道の連結については，最初に広州市

の付近に大型汽船の接岸可能な港を建設し，そ

の後に両鉄道の連結をおこなうならば広州の繁

栄は維持される，と述べる。彼のこの計画には，

華南に香港にかわる世界的な港湾を建設しよう

とL、う孫文の理想61) が反映された。

これと並行して，孫科は広韻段の固有化を進

めた。 1929年に国民政府令により同区間の固有

化が宣言され，鉄道部が新たに2000万元の公憤

58) 10万哩(約16万キロ〉の鉄道を20年間で建設する
計画。〔孫文『建国方略~，中央文物供応社， 1982 
年<なお発表は1918年>， 236頁~289頁〉

59)中国国民党中央委員会党史委員会『革命文献』第
78輯， (1979年)， 3頁。
60) 1929年10月4日付広東総領事発外務大臣宛第469号

機~公電「国民政府鉄道部孫科ノ内話報告ノ件」
(外務省記録 F.1.9.2.3)。

61) 孫文『建国方略~， 190頁~201頁。

を発行し，現存株式の回収を開始してゆく。広

東省民はこの固有化に対し， 目立った反対は示

していない。そもそも広部段は民国成立以降，

経営内部の腐敗と軍事的影響により，毎年のよ

うに欠損が続いていた問。そのため， 1924年に

は北伐の準備を進めていた国民革命軍より管理

人が派遣され，その後，広東省、の代行管理とな

り6む，重役会はしだいに有名無実の存在となっ

ていった64)。このことが固有化を容易にした理

由であったが，南京政府も広東省民には建設を

継続する余力はないと判断し，早期全線開通の

観点から固有化を急いだのである。

以上のように，イギリス，地方各省(とりわ

け広東省)，および南京政府の三者の動きのな

かから，厚手漢鉄道がその結節点として浮びあが

ったので、ある。日本はこの時期においても零漢

鉄道に関与することはなかった。そして日本は

同時期を境として，明らかに列強とは異なる対

中国政策をとるようになった。たとえば，義和

団賠償金に対しては，早くから返還計画がなさ

れたものの叫，返還金を「対支文化事業」に使

62) 凌鴻財『中国鉄路志~， 225頁。さらに日貨排斥運
動により石炭の搬入が途絶すると，列車運行は支
障をきたし，沿線には滞貨が山積される状態とな
った。(1928年12月28日広東総領事発外務大臣宛第
553号公電「事漢鉄道ニ関シ詔関駐在北江善後委員
五瞥稔談話報告ノ件j，外務省記録F.1.9.2.3)

63H事漢鉄路南段管理局工作概況~ (1933年)， 4頁。
64) 1929年11月21日付在支那臨時代理公使発外務大臣
宛第1075号機密電「専漢鉄道ニ関スノレ件j(外務省
記録 F.1.9.2.3)。
65)西原亀三は「東洋永遠の平和策j(1926年11月〕の
なかで，義和国賠償金の返還金を中閤での棉花栽
培，緬羊繁殖奨励，および地質調査の事業経費に
あてることを提言しており(波多野善大『中国近
代軍闘の研究~，河出書房新社， 1973年， 304頁)，
翌年には中国において返還の意志表示をおこなっ
ている。原敬(首相〉は返還の趣旨には賛成しな
がらも，段誠瑞による中国統ーの見通しの不安に
より時期尚早とみなし結局実現はしなかった。
(鈴木武雄監修『西原借款資料研究~，東京大学出
版会， 1972年， 32頁〉
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用するとの協定66) が， 文化侵略的色彩を有す

るとして中国側の反発を招き，結局，返還に至

ることなく満州事変を迎えている。同様に，北

京関税会議に対しても，日本はあくまで関税自

主権の完全実施の延期をはかり，付加税による

増収分は過去の不確実債務整理に充当すること

を主張し67) 中国の増収分受取りに反対してし、

る。

1920年代は， 日本が対中国政策において比較

的優位に立った時期とされる。新四国借款団の

構成員でありながら，満蒙において特殊権益が

認められ，行動の自由を保持した日本に対し，

欧米諸国は共同借款が不成立のまま民族運動の

高揚に伴い，中国からの一時的後退を余儀なく

されたからである。しかしイギリスによる号漢

鉄道の建設が欧米諸国の中国に対する投資合戦

再現の端緒となるならば， 日本が中国において

劣位となることは十分予想されることであっ

た。イギリスの対中国政策の転換に対して，あ

る論者がそれを経済的優越権を保持するための

自由主義にすぎないと評しているように66) そ

の後の専漢鉄道をめぐって日本が様々な反対を

おこなう背景には，欧米諸国の中国投資それ自

体に対する反発が内在していたのである。

班 建設をめぐる諸問題-1930年代一

(1) 資金調達方法ならびに建設過程

前述の国民党大会では，互参漢鉄道を1932年ま

でに完成することとされたが，全線着工は大幅

に遅れている。この最大の理由は，資金調達の

遅れにあったとみることができる。総額470万

66) 1924年の在一出淵協定では，使途については，研
究所，博物館，病院等の建設，およびその他の慈
善事業にあてられることが決められた。(王樹機前
掲書， 490頁〉
67)臼井勝美『日本と中国一大正時代一11(原書房，
1972年)， 251頁。
68)たとえば，上田健雄「英国の対支政策JOi'外交時
報11620号， 1930年)。

ポンドの義和団賠償金返還金からの借款契約が

成立するのは1933年7月のことであり，工事の

本格化はここからはじまる。この借款契約が遅

れた理由は定かではないが，世界恐慌による銀

価暴落が，銀本位制国中国に対する借款を手控

えさせたと考えられる。中国にとっても，銀価

暴落は輸入建築資材の高騰をまねき，また圏内

物価の上昇により，一部の産業において好況局

面を現出させながらも，鉄道経営にとっては，

図1のように経費の増大につながり，営業状態

を悪化させたのである。

時期を追って資金調達状況ならびに工事進渉

状況をみていこう。鉄道部は，義和団賠償金返

還金からの資金調達の目処が立たないまま，

1929年，塁手漢鉄道株部段工程局を広州に設置

し，翌年， とりあえず韻関一楽昌間(部楽段，

31km)を8ヶ月の工期と総工費674万元の見積

により着工する。所要経費は，圏内の主要鉄道

に対し賠償金返還と同時に償還することを条件

に費用負担を命じ，まかなうこととしたが町，

前述のような困難な経営状態により送金が停滞

し70〉，結局，広部段の収入と 71〉，ベルギーから

の義和田賠償金返還金の一部を経費にあてたの

であった問。しかし，資金不足と共産軍の同地

域への進出により工事は大幅に遅れ，同区間の

完成は1933年となっている。この時期に鉄道部

69) 1929年12月16日付在支那代理公使発外務大臣宛第
1153号公電「号漢鉄道株詔段工程局修正組織専章」
(外務省記録 F.1.9.2.3)。
70) 1930年6月23日付在広東総領事発外務大臣宛第585
号公電「専漢鉄道完成工事状況査報ノ件J(外務
省記録 F.1.9.2.3)。

71)欠損続きで、あった広部段はこの時期，顕著な収入
増がみられ，1930年には前年の2倍となっている。
(1930年7月19日付広東総領事発外務大臣宛第726
号公電「専漢鉄道ノ増収ニ関スノレ新聞報道報告ノ
件J，外務省記録， F.1.9.2.3)これは，当時の銀
価下落により広東省内の農産物および鉱産品の輸
出が増加したことによると考えられる。

72)ベノレギーの返還金を担保とした500万ドルの公債
が発行され，そのうち75%が鉄道部に交付された。
主に鴎海鉄道延長線の建設に使用されたが。一部
は専漢鉄道建設にまわされた。 (W列国の団佐賠償
金処分状況11，161頁〉
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表 3 等漢鉄道完成借款(1933年7月，総額470万ポンド)の内訳

返還金の分類 金 額 用 途

第1類 1932年までの積立金 92万(ポンド)
一|→材料購入委員会を通じて材料供給

第2類 1933年3月から1936年12月までの返還金 74万

第3類 ク 74万
一|→現金→園内材料購入および工事費に

第4類 他l乙転用された借款の1937年までの償還金 50万
↑ 

第5類 1937年1月から1946年12月までの返還金 160万 →150万ポンドの公債発行_1

言十 450万

1932年以前の号漢鉄道各段に対する小口借款 20万

計 470万

資料) IF列国の団匪賠償金処分状況』第2章より作成。

表 4 事漢鉄道完成借款の担保

①|広詔段の収入の第二担保

②|詔関以北の広東省内の鉄道収入の第一担保

③|南京一浦日間の渡船収入の第二担保

空」全国固有鉄道にえ竺竺土一一

⑤|京漢鉄道収入の第二担保

資料)悶借款の契約書(外務省記録F.19. 2. 3)によ

る。

注)第二担保とは， それ自身の償還を完了した残部

について，設定されるものである。

が 4年後の開通と工事費6000万元(約370万

ポンド)の見積りのもとに，当面の工事費不足

に対しては将来の返還金を担保に公債を発行し

てまかなうとした賠償金借入案を賠償金理事会

に提案したのに対し町， 1933年 7月，理事会で

はb 総額470万ポンドの厚手漢鉄道完成借款(以

下， 470万ポンド借款と略記)を最終的に可決

している問。その内訳は表3のとおりである。

過去の返還金積立金と工事期間中の返還金の半

73) 1回2年11月21日付在中華民国公使館一等書記官発
外務大臣宛第384号公電「専漢及犠海鉄道完成ノ為
メ中英国匪賠償金借款ノ件J(外務省記録 F.1. 
9.2.3)。
74)1933年7月19日付在南京総領事発外務大臣宛第426

号普通電「中英庚款管理委員会ニ関スノレ件J(外
務省記録 F.1.9.2.3)。

分が材料借款としてイギリスより現物で1供与さ

れ，将来の返還金に関しては，それを担保とし

て 150万ポンドの公債(以下， 150万ポンド公

債と略記)が発行され，工事費にあてられるこ

ととなった。ちなみに， 150万ポンド公債条例

案が立法院を通過するのは1934年 5月のことで

ある。専漢鉄道の工事再開が国民党大会で議決

されたのち，資金調達に最終的な目処がつくま

でに，約5年の歳月が費やされたのであった。

こうして， 1933年より 7工区にわけた全線で

工事が開始される。広東，湖南両省界の山岳地

帯を通過する難工事であったが，建設がすべて

中国人技師の手により 75) 鉄道部が定めた新標

準に基づいてなされたほか，工程局内の組織簡

略に努め，完成工区に区間列車を運行して増収

をはかるなど町，今日においても鉄道建設の模

範としての評価をうけている 7九さらに，蒋介

75)“The Canton-Hankow Railway and the De-
velopm巴ntof China ヘTheFar Eastern Re-
view， Vol. 32， No.11， 1936， p. 493. 

76) 樫山弘『専漢鉄道視察旅行報告書~ (北平， 1936 
年)， 86頁。
77)株詔段工程局長の凌鴻散はアメリカ留学帰りの技
術者であり，政治とのゆ着を極力回避し，技術的

合理性を重視した新たなタイプの技術者として評

価されている。凌の自伝については，w十六年築路
生涯~ (伝記文学出版社， 1968年)， w七十自述』
(三民書局， 1969年)，その他， w凌鴻勤先生訪問
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石が，当初の 4年後の完成予定に対し 1年

の工期短縮を命令したこともあり問，工事は急

ピッチで進められ， 1936年 4月にレール敷設が

完了する。工事開始から 3年たらずの開通であ

った。工事開始が遅れたわりにはその後の工事

は順調に進捗したといえる。

(2 ) 欧米諸国の対応

いうまでもなく各国は，主事漢鉄道建設とその

資金調達に対して重大な関心をよせた。たとえ

ば， 1930年に孫科の招待により訪中したドイツ

実業団は，広東訪問の際，専漢鉄道建設材料の

供給および広東省内の建設事業の合弁を提案す

るが実現には至っていなし、79)。イギリスにとっ

ては，材料供給独占は最大の関心事であり 80)

他国の介入を許す余地はなかったと言ってよ

い。しかし，資金調達方法については， 日本を

のぞく新四国借款団構成員からの反対はみられ

ないものの，湖広鉄道借款団からは， 470万ポ

ンド借款の担保設定が湖広鉄道借款契約に違反

するとして，鉄道部に対し抗議が出されてい

る81)。つまり，表4に示した470万ポンド借款

の担保のなかの全国固有鉄道に対する付加税に

は当然，湖広鉄道借款による鉄道，すなわち湘

紀録~ (中央研究院近代史研究所， 1982年)，呉相
湘「凌鴻助建築抗戦需要的鉄路」 σ伝記文学~ 43 
巻6期， 1983年〉参照のこと。
78) 1932年10月8日付漢口総領事代理発外務大臣宛第
650号電(外務省記録 F.1.9.2.3). 
79) Ii'支那時報~ 12巻6号， (19叩年)，77頁，向上書13
巻1号， (1930年);83頁。 1930年4月8日付須磨
総領事代理発外務大臣宛第飢号電(外務省記録

F.1.9.2.3)。
80)たとえば下院議員の質問をみても，イギリスの材
料はどれだけ使用されるのか ο933年2月20日)，
同借款はイギリスの材料の購入を義務づけている

のか (1934年3月19日〉等のように多くが材料供
給への関心の高さを示している。 (ρα:rliament-
ary Debates Official Rφort， H ouse of Co叩-
mons， Fifth Series Vol. 274， Vol. 287) 
81) 19お年2月20日付香上銀行，東方匪理銀行 (Banq-
ue de L'Indo-China)，ナショナル・シティ銀

行連名による中国鉄道部長宛書簡(外務省記録

F.l.9.2.3)。

部段に対する付加税も含まれる以上，設定され

た担保を未償還期間中に限り他の借款の担保に

あてることはできないとじた湖広鉄道借款契

約叫に違反するというわけであり， さらに同

借款団は路線延長の際には続借優先権を有す

J る83) との主張をおこなっている。

しかし， この反対にはどれだけの真意があっ

たのかにつき疑いが残る。同じ時期にアディス

は，借款契約中の150万ポンド公債計画に対し

ては，呑上銀行も参加勧誘されている関係上，

湖広鉄道借款の担保には影響しないと述べてい

る84)。また，続借優先権との関係については，

中国側は建設資金をまず最初に湖広鉄道借款聞

に対し，追加借款として申込みをおこなってい

るのである。間借款団はこの申込みに対して

は，原借款の元利金の償還が中断されているこ

とを理由に拒否しているが附， この拒否は，中

国側にとっても予想されたことで， 単に手続

上，以後の同借款団からの反対を封じるための

ものと考えられる。

結局，以上の反対に対しては，イギリス人の

賠償金理事会副議長が，互参漢鉄道の全通により

湘号B段の鉄道収入は増加し，ひいては湖広鉄道

公債の市価は高まり，公債所持人の利益の増大

につながる旨を述べて同借款団の了解を求めて

いる86)。なお，湖広鉄道借款については，遅れ

82) Ii'中国鉄路借款合同全集~(下) (交通部， 1922年)，
9頁。しかし，契約文では，同鉄道淑入のなかか

ら元利支払をおこない，不足の場合に担保物件(湖

南，湖北省の賛金など〉を支払いにあてるとされ

ている。したがって，正確には同鉄道収入は担保

に含まれず，この場合契約違反になるとは言いが

たい。

83)同上書， 20頁。

84) 1933年2月7日付アディス発横浜正金銀行宛書
筒(外務省記録 F.1.9.2.3)。アディスは150万
ポンド公債については，むしろ “sympathetic 

interest"を持っているとさえ述べている。

85) r専漢鉄道完成計画及湖広鉄道借款関係J(外務省
記録 F.1.9.2.3)。
86) 1933年8月30日付在南京総領事発外務大臣宛第500
号機密電「英国団匪賠償金ノ使途殊ニ招商局借款
立立与漢鉄道借款ニ関スル件JC外務省記録 F.1.9.
2.3)。
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て1937年4月に整理協定が成立し，償還が開始

されるが，この間，同借款団からの反対はみら

れない。

以上のように同借款団は専漢鉄道建設に強い

対抗姿勢を示すことはなかったが，それは湖広

鉄道借款の枠を離れて新たな投資を狙う呑上銀

行の思惑と，新たな借款供与よりもむしろ原借

款の償還を望む公債所持人の意向によるものと

考えられる。しかし，日本側の姿勢はこれとは

異なるものであった。

(3) 日本の対応

日本は，過去の鉄道債権との関係，および新

四国借款団との関係を理由に，中固ならびにイ

ギリスに対し抗議をおこなっている。

まず，過去の鉄道債権との関係についてみて

いこう。当時問題とされたのは， 19日年に清国

郵伝部と横浜正金銀行との聞に契約された1000

万円の京漢鉄道借款(表5参照)との関係であ

る。つまりこの借款の担保が同鉄道の営業収入

となっていることから，先の、朔広鉄道借款の際

と同様に， 470万ポンド借款の担保，すなわち

鉄道運賃付加税との関係が問題とされたのであ

る。日本側が，この付加税はあくまでも各鉄道

の営業収入の一部であるから，付加税のうちの

京漢鉄道分は当然，かねてより未償還のこの借

款の償還にあてるべきであり，さもなければ付

加税は条約上，不当課税と認めざるを得ないと

の強硬な抗議をおこなったのに対し87九中国側

の注兆銘外交部長は，鉄道付加税は政府の命令

により徴収する税金であり，鉄道の営業収入と

は無関係という見解を示した問。これ以降，付

加税が鉄道収入か否かにつき双方聞に応酬が続

87) 1933年7月29日付外務大臣発特命全権公使宛亜ー
第71号機密電「英国団匪賠償金返還分使途ニ関ス
ル件JC外務省記録 F.1.9.2.3)。これ以降，数度
にわたり，外務省および横浜正金銀行は鉄道部に
対し，抗議の書簡を送っている。
88) 1934年9月7日付南京須磨総領事発外務大臣宛第
884号電「辱漢及彊杭涌鉄路借款契約ニ関スノレ外交
部回答送付ノ件J(外務省記録 F.1.9.2.3)。

き，両者の主張は平行線のまま歩みよりをみせ

ていない。

しかし， 日本にとっては，単に借款の整理，

つまり債券所持者の救済だけが問題であったと

は考えられなし、。なぜなら，躍済鉄道国庫証券

の際問には利権確保の目的のために償還阻止

の行動にでたことからも明らかなように叫，本

件においても，債権整理の要求を中国政府に対

する交渉圧力として利用することを狙ったもの

といえるからである。このことは， 470万ポン

ド借款にひき続いて交渉段階に入っていたiJI!:杭

南鉄道借款への日本の対応に， より明白にあら

われてL、る。この借款では，担保として鉄道収

入のほか，鉄道部資金をあてるとされたが，そ

れに対して日本は，国民政府の一般資金とは区

別された鉄道部資金というものを認めないとの

態度を示す。この背景には「我方ハ鉄道部関係

ノ債権ヲ他ノ国民政府ニ対スノレ債権ト区別スノレ

ハ不利ナリトナスコト J~じという日本側の事情

があった。つまり，日本が鉄道運賃付加税の徴

収に反対したのは，他の借款鉄道の担保力を減

損するという理由よりもむしろ，付加税が鉄道

部資金の拡充に役立ち，この資金が新たな鉄道

借款の担保となることへの懸念，ならびに， こ

の資金が個別の鉄道債権整理に使用されること

により，鉄道借款よりも不確実な政治借款を多

くかかえた日本が欧米諸国に比べて相対的に不

利になるとL、う事情があったからであると考え

られる。日本は中国の債務不履行をたてに琴

漢鉄道借款に対して干渉を加えたが，この借款

を契機として債権整理が進捗するならば，逆に

89)第一次大戦中， 日本の青島占領にともない謬済鉄
道はドイツの管理から日本の管理へと移った杭
1923年， ワシントン条約ならびに山東細目協定に
より中国に返還されることになり， 日本はその際
4000万円の国庫証券を中国から受取った。同証券
の償還期間中は日本は同鉄道に対し運転主任なら
びに会計主任を派遣する権利を得たが， 1937年に
償還完了の予定であった。 (W日本の対支投資』
(上)， 490頁〉
90)疋田前掲論文(野沢豊編前掲書所収)， 346頁。
91) 1934年7月14日付広田外務大臣発有吉公使宛第204
号暗電「専漢及i濯杭爵鉄道借款ニ関スノレ件J(外
務省記録 F.1.9.2.3)。
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表 5 中国における日本の鉄道借款および鉄道利権

契 約 団 体 | 成立年度 |借款金額(円)1 借款整理状況

京漢鉄道 横 浜 正 金 銀 11 1911 1，000.0万 1935. 4- 整理協定成立

4シ
一 井 物 産 (枕木売掛代金) 1919 61.5万

)附 2 整理協定成立
ペク ク 1921 36.9万

南津鉄道 東 亜 輿 業 ぷ""込 社 1912~1922 1，000.0万 1935. 5 整理協定成立

京綬鉄道 東 亜 輿 業 会 社 1918~1921 520.0万 1934. 4 整理協定成立

ク 井 物 産 (枕木売掛代金) 1919~1925 380.6万 1934. 7 整理協定成立

津浦鉄道 一 井 物 産 (貨車賃貸代金) 1921 225.0万 1935. 3 整理協定成立

日本政府(ワシントン条約ならびにE要済鉄道 山東細目協定により中国へ返還) 1923 付国庫証券 1937年に満期
受取り

資料)東E研究所『日本の対支投資JJ(上)， 486頁~524頁より作成。

注)1936年以降の借款および小口の民間借款はのぞく。

中国に対する干渉の名目を将来にわたって失，い

かねないという認識がこの時点での日本側にあ

ったと考えられる。

次に新四国借款団との関係を理由とした150

万ポンド公債に対する日本の抗議についてみて

いきたし、。前述のように日本以外の借款団構成

国は反対の態度を示していない。そもそも， 150 

万ポンド公債は，将来の義和団賠償金の返還金

を担保として，上海をはじめとする中国の主要

都市で起債されるのに対し，借款問規約で共同

借款の範囲とされるのは中国国外で募集される

ものに限定されており，その限りでは150万ポ

ンド公債は借款団規約に違反していなL、からで

ある。この点には日本側も問題はないとしなが

らも，呑上銀行が元利支払機関として同公債の

3分の 1を引受けることになっている点を指摘

し，同公債の相当部分が香上銀行を通じてイギ

リスにおいて再募集されることになれば，結局，

イギリスで直接に起債することと同じ結果にな

るとみなしたので、ある。したがって，その起債

方法は， 1唯借款団規約ノ欠陥ヲ利用シ同規約
ヲモクゃル新方法ヲ案出セルモノ J92)であり，借

92) 1934年6月29日付広田外務大臣発有吉特命全権公
イ吏宛亜一第75機密電「英金庚款公債ニ関スノレ件」
(外務省記録 F.1.9.2.3)。

款団規約の精神に反するものとの見方をとって

いるが，抗議するに足る根拠がないまま， 1今次

英国側ノ遺口ヲ先例トシテ『テーク・ノート』

シ置キ将来我方ニ於テ必要ノ場合借款団規約ノ

拘束ヲ免カルル道ヲ開キ置クコト然ノレヘシ」叫

との立場を示し， 日本が将来，同様の手段に訴

えることの可能性を示唆するにとどめたので、あ

る。

ところが，日本側は，続く堀杭局鉄道借款が，

イギリスの中英公司と中国建設銀公司との共同

借款であることを察知することになった。中国

建設銀公司とは， 1934年に，国民政府のなかで

英米派といわれた宋子文が中心となって設立し

た機関で，中国の主要銀行の共同出資にもとづ

き，各事業に対する投資を目的としていた叫。

93) 1934年7月14日付広田外務大臣発松平在英大使宛

第209号暗電「専漢及彊杭涌鉄道関係起債ノ件J(外
務省記録 F.1.9.2.3)。
94)中国建設銀公司 (ChinaDevelopment Finance 
Corporation)は， 1931年，国際連盟理事会が中
国政府の要請により，中国援助に関する案を採択
し， 1933年， 保健部長ライヒマン博士 (Dr.R. 
Rajchmann)を中国に派遣したことに端を発す
る。彼は中国援助資金を得るために宋子文と協議

し，資金プールの設置を計画した。 (1支那の鉄道
に関する調査J，Il'大蔵省調査月報Jl27巻9号，
1937年， 61頁〕



88 (542) 経済学研究 34ム4

宋子文は同公司を通じて積極的に外資誘致をお

こない，国際投資機関に発展させる意向を有

し， とりわけ日本を除外して，主に英米の対中

国投資の仲介機関とする考えを持っていたとい

われる町。日本はこのような機関を通じた借款

に強い懸念をいだき，中英公司への共同出資者

である呑上銀行のアディスに対し，中国建設銀

公司を通じての借款は新四国借款団を無視する

ものであり，また同公司が日本を除外するとし

でいる点においても借款団の精神に反するとし

て抗議をおこなっている 96)。アディスはこれに

応えて，同公司は政治的な目的をもたない単な

る銀行家の集団であると主張し， これらの金融

機関に中国の経済復興の望みを託したのに対

し町， 日本側は，中国の銀行が軍閥の支配を受

けている以上，銀行団への借款は中国を政治的

混乱に導くと考えており 98) この点にも当時の

日英聞の中国認識の差異が示されていた。結局，

同公司が外資の導入に成功したのは泡杭南鉄道

借款だけであり，その後は目立った成果をあげ

ることはなかったが，同公司が当時の日本にと

って，新四国借款団にかわる欧米の新たな利権

獲得機関として映り，危機感を新たにしたこと

は十分考えられることである。

以上述べた日本の対応は，まさに専漢鉄道の

建設が欧米諸国の中国への鉄道投資の再開とな

ることに対する危倶のあらわれであった。それ

までは，新四国借款団の存在が各国の投資を牽

制し，旧債務の不履行が新たな鉄道投資を困難

95)石島紀之「中国の対外関係と経済建設j(野沢豊編
前掲書所収)， 35頁。
96) 1934年8月3日付横浜正金銀行ロンドン支庖長発
プディス宛書簡(外務省記録 F.1.9;2.3)。
97) 1934年8月10日付アディス発横浜正金銀行ロンド
ン支広長宛書簡(外務省記録 F.1.9.2;3)。
98) 1934年8月20日付在英大使発外務大臣宛第449号機
密電「零漢及彊杭扇鉄道及対支債権整理問題ニ関
スル件j (外務省記録 F.1.9.2.3)。

にしていた。しかし，悪漢鉄道建設においてイ

ギリスの単独借款が成立し，さらに新たな国際

投資機関の設立が企図されたこと，および新た

な担保設定によりその他の鉄道借款の道をひら

いたことは，上述の危倶を日本に抱かせるには

十分であったのである。

1933年から1934年にかけてのこの時期は，日

中関係において表面上，比較的平穏を保ってい

た時期と言える。しかし，水面下では，欧米の

金融界を中心とした対中国活動が活発となって

いた。宋子文がアメリカとの聞に棉麦借款を成

立させたのもこの時期である。そして日本が在

華紡に対して借款棉の不買を指示して同借款を

大幅減額に追いこんだことも写漢鉄道の場合と

類似している99)。しかし， 日本はこうした反対

行動を通じて逆に国際的孤立感を強めていった

ことも否定できない。 1934年の天羽声明も「日
本だけが立ちおくれになるという焦燥感jl00)

に基づくものであった。そしてまた，棉麦借款

によっで得られる資金が全国経済委員会を通じ

て主に全国の公路建設に使用され，全国の統一

と抗日戦準備に役立てることが予定されていた

ように，専漢鉄道の場合も，何故に日本がその

建設に危倶を抱いたかについては，専漢鉄道そ

のものに内在する性格のうちに解答を見出すこ

とが必要となろう。専漢鉄道のもつ政治的なら

びに経済的意義が検討されるべき課題である。

次にこの考察にうつる。

99)棉麦借款への日本の対応については，伊殻谷「ア
メリカの対華棉麦借款と日本」を参照されたい。
100)日本国際政治学会編『太平洋戦争への道B巻(朝
日新聞社， 1962年)， 76頁O
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